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第 2 章 マネジメント・サイクル
京竜
前章において示Lたように，現実の管理は一連の機能〈計画化一組織化ー動機づけ一統制)
の遂行という形でおこなわれる。これがマネジメント・サイクルである(図 2-1 )。 この内


















































(1) 山本安次郎・田杉競編『バーナードの経営理論』ダイヤモンド社， 1972年， 87ベージ。
























""", 1 "'", 第三次目標一第二次手段
"" '" 1 """, 第二次目標一第三次手段
"" '" 1 "'", 第一次目標一第四次手段











(4) たとえば， P. Drucker は， <最大限利潤追求〉をもって事業の目的であると考える理論を排し，
事業の目的は顧客の創造であり，事業は 2 つの基本的機能，マーケティングと革新をもっていると主
張し，事業の目標を，①市場における地位，②革新，③生産性，④物的資源と財源，⑤収益性，⑥経
営担当者の能力と育成，⑦労働者の能力と態度，③社会的責任に置いている。 (P. Drucker, Manaｭ
gement: Tasks, ResponsibiJities, Practices, Harper & Row, 1974, p. 60.) 
また，企業の目的については，武村勇著『企業目的と組織行動』森山書店， 1982年，において詳し
く検討されている。
































































とする， (2)決裁後の実施の円滑化を図る， (3)起案前の打合わせを確認する， (4)記録を残して将来におけ









(8) r共通の目的が本当に存在しているという信念を植えつけることが基本的な管理職能である。 J (C. 








(9) 郷原弘著『日本的経営論』ビジネス教育出版社， 1984年， 253ページ。






































(13) 島田恒著『日本的経営の再出発』同友館， 1986年， 22"-'23ページ。
(14) 高柳暁他編『経営学(1 )J1有斐閣， 1977年， 99ページ参照。
(15) 石井淳蔵他著『経営戦略論』有斐閣， 1985年， 2 ページ参照。































く 1) 企業戦略 (corporate strategy): 企業全体の将来のあり方にかかわるもので，基本的
にはいかなる事業分野で活動すべきかについての戦略である。したがって，事業分野の選択
と事業聞の資源展開が主たるものとなる。
(2) 事業戦略 (business strategy): 企業が従事している事業や製品/市場分野でいかに競
争するかに焦点をあてた戦略で，資源展開と競争優位性が主になる。




(18) 石井他著，前掲書， 6"-'7 ページ。

























である。(出所) 石井他著『経営戦略論11 ， 11ページ。
2.2. 製品ポートフォリオ・マネジメント















(23) 向上。また， PPMの限界については， ~現代経営学説の系譜』有斐閣， 1989年， 24ベージ参照。



























化するのである(図 2-5) 。 すなわち，成熟期を分岐点として，その以前は，現金の流入も
多いが流出も多いために，結果としては，赤字なのであり，成熟期を迎えてはじめて黒字へと
転化することになる。このことは， 函 2-6 80%エキスパリエンス曲線図: 1 台自のコストは10
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(25) ボーグ&バッファ著土岐坤訳『企業戦略分析』ダイヤモンド社， 1987年， 30"-'31ベージ。
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ト・シェアという 2 つの視点から分類すれば，つぎの 4 つのタイプに分けられる。
(1) r金のなる木J Cash COW (高シェア・低成長) [￥〕
(2) r負け犬J Dog (低シェア・低成長) [x J 
(3) r花形製品J Star (高シェア・高成長) [大〕
(4) r問題児J Question Mark (低シェア・高成長) [?J 




















































市 ?女 十一t易 { 間国1 成
長率 (花形製品) 。 (問題児)
￥ +ー ﾗ + 低 l 掴圃圃属(金のなる木) + (負け犬)
流入も多いため，結局，流入も流 注ぺ71223二塁おな立
/ 0 
出もともに小さい「負け犬」同様， 注 2) 合計して大きなプラスになるのは一般的に「金のなる木」だ
けである。

























































5 x 4 x 7x 10x 
経営管理の論理 (ll)
いくこと，である。たとえば，図 2-10 は， (1980'"'-'82年の〉ゼ、ネラノレ・フーツの成長/シェ
ア・マトリックスである。





























(28) C. Barnard, op. cit., p. 91. (邦訳， 95ページ〉。
(29) P. Lewis, Organizational Communications, Grid Poblishing Inc. , 1980, pp. 59....76. 
(30) rいわゆる組織機構は，……バーナードにおいては，コミュニケーション・システムとみなされ
る。 J (山本他編，前掲書， 148.......149ページ〉。
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(出所〉工藤達男著『経営えば，人事(労務)，庶務，品質，資材，財務， 経理，技術， 研究， 組織の基礎理論11 ， 134べ
などにかかわる分化のことであり，人事部，資材部，財務部，経理 一片























































業部制組織 (divisionalized organiza tion) と呼ばれるものがそ
販売部
「ト|





(1) 製品別事業部制組織は， 1 つの企業のなかで各製品別に，ぁ 門~， 133ページ。
るいは密接に関連し合った製品をいくつかにグループ化し，自立性をもたせた組織で、ある。
各製品別事業部は 1 つの利益責任単位 (profit center) となる。自動車産業，家庭電器産業，
生産部






事業部制組織は，通常， (1)製品別， (2)地域別， (3)顧客別，
などに，この形態がみられる。













































































































I l 倒自己完結しない一l仕事ができるということ j 、 1 
1 I→拘束力関係の発生
L ②他の人にやらせる l 














































(37) 片岡信之著『経営学の基礎理論』千倉書房， 1976年， 159ページ。
(38) ターンツ&オドンネル著大坪檀監訳『経営管理(3) 経営組織』マグロウヒル好学社， 1979年， 191 
ページ。
(39) 泉田健雄著『原点思考の経営学~， 128"-'129ページ。
















































































































































































ジョブ・パフォーマンス=古E力×モチベーション (S. P. Robbins, Personnel: The Management 
of Human Resources, 2nd ed. , Prentice-Hall, 1982, p. 276.) 




































(55) H. Simon, Administrative Behavior, Macmillan, 1957. (松田武彦他訳『経営行動』ダイヤモン
ド社， 1965年〉。
(56) ただし，バーナードにあっては，貢献意欲がなぜマイナスになるのかという問題意識はなかった。








① 物質的 (material) 誘因。これは，雇用受諾 (accepting employment) のための貨幣
(money)，物 (things) ないしは物的条件 (physical conditions)，奉仕に対する報酬 (com­
pensation for service)，貢献に対する報酬 (reward for contribution)，など，に代表さ
れる。
② 個人的で非物質的機会 (non-material opportunities)。これは，優越 (distinction) ，
威信 (prestige)，個人的勢力 (personal power)，および支配的地位 (dominating posﾏｭ
tion) 獲得の機会，に代表される。
③ 好ましい物理的作業条件 (desirable physical conditions of work)。これはしばしば
意識されはするが，意識されない方がむしろ多い協働に対する重要な誘因である。
④ 理想の恩恵(ideal benefactions)。これは，非物質的，将来的 (future)，利他主義的関
係 (altruistic relations) に関する個人の理想を満足させる組織の能力 (capacity)，に代
表され，働くものの誇り，組織への忠誠，を含んでいる。
(2) 一般的誘因
⑤ 社会結合上の魅力 (associational attractiveness)。これは社会的調和 (social compatｭ
ibility) であり，人種聞の敵意 (racial hostility)，階級対立 (class antagonism)，国民間
の対立 (national enemies) などは協働の確保を困難にするのだ。
⑥ 状況の習慣的なやり方と態度への適合 (adaptation of conditions to habitual methods 
and attitudes) 。 これは慣習的作業条件 (customary working conditions)，たとえば
新参者 (recruits) を拒否するという習わしなど，に代表される。
⑦ 広い参加 (enlarged participation) の機会。これは事態の成行き(in the course of 
events) に広く参加しているという感情 (feeling) を満たすことである。
⑧ 心的交流 (communion) の状態連帯性 (solidarity)，社会的統合感 (social integraｭ
tion)，群居本能 (gregarious instinct)，社会的安定感 (social security) などといわれ








































(58) シェイン著松井賓夫訳『組織心理学』岩波書店， 1975年， 64ページ。
(59) 北野利信著『現代経営のピジョン』評論社， 1977年， 3 ページ。











































































(63) I給料をめぐる労働争議はすべてその根底において格差をめぐ号争議であるιj (~~ J明山号， fﾟJtｭ
itable Payment, John Wiley & Sons, 1961, p. 27.) 
(64) 小川登稿「賃金の根本問題一一公正な賃金一一J <桃山学院大学経済経営論集} 19巻 l 号， 6~lO 
ページ。






経済的/物質的\_1 í労 働 時 間一労働時間管理















































(1) 強制的状態 (coercive conditions) の創出。強制は，たとえば，みせしめによる説得の手段とし
て，組織に対する個人の貢献を排除する (exclude) ために用いられるが，個人の貢献を獲得する
(secure) ためにも使われる。
(2) 機会の合理化 (rationaliza tion)。この方法は，現代の活動において，非常に重要なものの 1 つで
ある。合理化にはつぎのような 2 つの程度 (degrees) がある。
① 一般的 (general)合理化一一社会組織全体の表現。
② 特殊的 (specific) 合理化一一一個人や集団を納得させようとするもの。
(3) 動機の教導(inculcation of motives)。この方法はもっとも重要な説得形式で，公式的には若者
















(68) C. Barnard, op. cit., pp. 149,..,_,153. (邦訳， 155""-'159ページ〉。
(69) 山本他編，前掲書， 142ぺ}ジ。
































(71) H. クーンツ &c. オドンネノレ著大坪檀監訳『経営管理(5)~ マグロウヒル好学社， 1979年， 4 ペー
ジ， 12ページ。




(74) たとえば， New Perspectives in Management Control, Edited by T. Lowe and J. Machin, 
Macmi1lan, 1983がこれを示している。
く75)._J. .stonerト op_.cÏt. ， PP. 597 . .......,598. 
(76) H. Newman, K. Warren, J. Sclillee, The Process of Management, Prentice-Hall, 1982, 
pp. 464-465_ 


































α8) 車戸実著『経営管理過程論』八千代出版. 1981年， 225~230ページ。
(79) 中村常次郎編『経営学原理』法学書院， 1977年， 122ページ。
(80) 近藤恭正著『予算管理論』中央経済社， 1980年， 66~67ベージ。
(81) 車戸実著，前掲書， 224ページ。

































































































モラーノレ (morale) とはラテン語のモース (mõs) [風俗，慣習〕からはじまるフランス語のモラーノレ
(le moral) に語源を有する言葉であり，本来は「軍隊の志気」を意味するもので、あった。そして，これ
が企業においては「個々人および組織の精神的状態」を意味する産業モラー fレ (industrial morale) に転
化し， 1920年代には労働移動の増加，労働災害の増大等々を背景としながら「従業員モラーノレ (emplo­
yee morale)J として一般化し，会社への忠誠心，帰属感，労働意欲の育成と関連してモラールの維持・
(88) W. Hewman, Administrative Action, Prentice-Hail, 1950, p. 411. 




























サーベイ 1 といわれる NRK (日本労務研究会〉式モラール・サーベイと(それを補う形で生
まれた) KOMS (慶応産研式〉モラール・サーベィに注目 Lその統制手段としての意義につ
いて検討することにしたい。
NRK式モラール・サーベィはシカゴ大学産業関係研究所の SRA (Science Reserch Asｭ
sociation) が作成した Employee Inventory の，わが国への適用・普及を目ざして，開発さ
れたものであり，昭和30年10月に一応その形式の完成をみている。
この方式では，モラールがつぎ、のように解釈されている。すなわち， r(1)モラーノレとは，一






(90) これに関しては，木元進一郎著『人事管理論の基礎』泉文堂， 1977年， 38~40ページに適切に整理
されている。
(91) 佐野勝男他著『慶応産研式モラール・サーベイ』金子書房， 1978年， 24ベージ。
(92) R. Osborm, J. Hunt, L. Jauch , Organization Theory: An Integrated Approach , ]ohn 









そして，この方式は，そのような理解のもとで，モラールを 5 つの分野と 14のカテゴリーで
とらえようとしている。












































































M. Haire 仕事に対する興味・同僚・給与・監督 1941 
]. C. warthy トップマネジメントの思想・仕事に対する興味・給与・同僚 1942 
興味ある職務・功積に対する承認・適正な賃金・上司の理解と感





E. E. Ghiselli 職務の水準・社会的地位・経済的報酬・監督・年齢 1948 c. W. Br?n 
D. Katz 職務満足・作業集団の誇り・賃金および昇進機会の満足・帰属感 1950 
]. S. Gray 
公正な給与政策・政策決定への集団参加・有効なコミュニケーシ
1951 ョン・労働環境(社会的・生理的〉の調整
R. K. Burns 職務と作業条件・経済的報酬・人間関係・管理の効率・個人的満
1952 I DG. Moore 排感




この表からも，モラールの規定要因として，賃金 (wage)，給与 (pay) もしくは経済的報酬
(economic compensation) といった表現にこそ差はあれ，金銭的要因が一例の例外もなく











(4) 管理者層と従業員の間のよきコミュニケーションを促進するための 1 つの手掛りとなるこ
と，
(時調査結果から，ー監督者訓練の訓練目標が示唆されること，



















































示唆されている，雨宮新稿「経営変革期における新人事制度推進のためにJ CW労務研究.n 33-8 , 
1980年〉を参照のこと。
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